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本研究では１９８６年から２００５年間までのJournal of School Psychology誌に掲載された論文に付されたキーワードを
５年ごとに集計し，アメリカにおける学校心理学の過去２０年間の研究動向を分析した。アブストラクトとして列挙さ
れた件数を集計した結果，Journal of psychology誌には知能やその査定，あるいは，それに関連した学業達成の研究，
軽度発達障害に関する研究，学校心理学のあり方をさぐる研究などが多く掲載されていることが分かった。ここから
読みとれるアメリカの学校心理学の現状と日本の学校心理学のあり方に関する考察が行われた。

キーワード：Journal of School Psychology誌（Journal of School Psychology）
school psychology（School psychology） 研究動向（Research trends）

はじめに

近年，学校を取り巻く諸問題への関心の高まる中，我
が国でも，学校心理学（school psychology）と呼ばれ
る領域が注目を集めつつある。１９９７年より日本教育心理
学会が中心となり学校心理学の専門資格としての学校心
理士の資格の認定も開始され，現在では，複数の学会の
協力によって設立された学会連合資格「学校心理士」認
定運営機構を中心として認定業務の運営が行われている。
これまでに資格を得た者も３，７００名以上に達する。そし
て，千葉大学，東京学芸大学，滋賀大学，兵庫教育大学，
琉球大学などにおいて学校心理学の名称を冠した学部や
大学院のコースが設置された。また，学校心理学に関す
る専門書が出版されはじめている（石隈，１９９９；福沢・
小野瀬・石隈，２００４）。このように学校心理学に対する
関心が高まる一方で，学校心理学が旧来からの教育心理
学とどのように異なるかといったことについては，それ
ほど明確な議論がなされている訳ではない。旧来の教育
心理学については繰り返しその不毛性が唱えられてきた
が（教育心理学の不毛性についての議論の概要はサトウ
（２００２）が詳しい），その不毛性を主張するもっとも大
きな根拠は教育心理学が実践性，有用性に乏しいという
ことであった。おそらく我が国において学校心理学が俄
に脚光を浴びるようになった一つの理由は，この旧来の
教育心理学の実践性，有用性の欠如からの脱却を模索す

る一つのプロセスだったのだろう。そのためもあってか，
我が国では，学校心理学は教育心理学のうちとくに学校
教育に関連した応用領域と見なされることが多いように
思われる。また，２００３年には日本学校心理学会が設立さ
れたが，そこでも教育心理学的な知見を応用した学校支
援に関する実践研究が中心となっているようである。
ところで，このような我が国の学校心理学の現状に対

し，本家でもあるアメリカの学校心理学の現状はどのよ
うになっているのであろうか。アメリカでは日本より古
く１９６４年にAPA（American Psychological Association）
の第１６番目の部門として学校心理学部門が設置され，ア
カデミックな一分野としての学校心理学が成立した（な
お，教育心理学は第１５番目の部門として置かれている）。
また，１９６９年には主として現場のschool psychologistた
ちによってNASP（National Association of School Psy-
chologists）が設立されている。この間，school psy-
chologistの身分，資格の制度化，また，APAの学校心
理学部門とNASPの活動方針の食い違いからくるさまざ
まな問題を抱えつつも，発展をつづけながら今日に至っ
ている。とくに，現場のschool psychologistを中心に構
成されているNASPは，２万人以上の会員を擁する団体
となるなど，アメリカでの学校心理学の存在は日本を大
きく上回る。
さて，本稿では，このようなアメリカの学校心理学が

アカデミックな心理学の一部門として，あるいは，実践
的，応用的な一部門としてどのような学問領域をなして
いるかについて状況を分析してみたい。そうした分析を
行うことで，前述のように漠然と教育心理学の応用，実
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践領域と考えられがちな我が国の学校心理学のあり方を
考える上での一つの指針となればと考えている。
具体的には，アメリカにおいて学校心理学のもっとも

重要な学術雑誌と考えられているJournal of School Psy-
chology誌を２００５年より遡り，過去２０年間に発刊された
ほぼすべての論文に付されたキーワードを取り出し集計
する作業を行うこととする。キーワードは，一般に，学
術雑誌においてアブストラクトと並んで論文を検索の際
の手がかりとされることからもわかるように，その論文
の著者やその雑誌の読者層の関心領域を端的に反映して
いるものと考えられる。そのような意味で，その学問領
域のカバーするテーマの概略を把握するには絶好と思わ
れるからである。
なお，Journal of School Psychology誌であるが，

１９６３年発刊の学術誌で，編集はSSSP（The Society for
the Study of School Psychology）のメンバーによって
行われている。このSSSPであるが，いわゆる学会，職
能団体ではなく，Journal of School Psychologyを発行
するために主要な学校心理学者によって編成された編集
メンバーのグループから発展したもので，数十人規模の
ごく小さなものである。いってみれば，雑誌編集のため
の委員会組織のようなものである。前述のようにアメリ
カには，APAの学校心理学部門とNASPという２つの
大きな学校心理学関係の組織があり，前者はSchool
Psychology Quarterly誌，後者はSchool Psychology Re-
view誌をそれぞれ発刊している。しかし，APAの学校
心理学部門はアカデミックな，NASPは実践的な方向を
それぞれ指向しており，それぞれの指向性が編集方針に
も反映されている可能性も否定できない。それに対し，
Journal of School Psychology誌はアカデミックな研究
を数多く掲載しながらも基本的には中立的な立場にある
と思われ，そのような意味でも客観的な指標となるので
はないかと考えたからである。

キーワードの抽出方法の概要

論文のキーワードの抽出と分析は，Journal of School
Psychology誌の１９８６年２４巻から２００５年４３巻まで２０年分
を対象にした。なお，１９９９年３７巻までは４号，２０００年３８
巻からは６号でそれぞれ１巻となっている。
対象とした論文は各巻号に掲載されている論文区分

“Article”と“Review Article”とし，短いコメント等
からなる“Discussion”，編集公告，編集者からのエッ
セイ的な内容からなる“Editorial”などは原則として省
いた。ただし，“Review Article”の論文区分でも一冊
の書籍の書評に過ぎないものは対象からはずし，また，
“Discussion”の論文区分でも実質的には諸研究を概観
した展望論文と見られるものは取り入れるなど適宜判断
した。
実際のキーワードの抽出作業は電子ジャーナル，Sci-

ence DirectのJournal of School Psychology誌のページ
からキーワード抜き出すことによって行われた。しかし，
１９９０年代の前半頃からScience Directのアブストラクト
にキーワードが載せられていない場合が目立つように
なった。その場合はオンライン版のPsychINFOより

Journal of School Psychology誌の当該巻・号を手がか
りに検索し，該当した論文のアブストラクトのページに
記載されたキーワードを抽出した。また，PsychINFO
のアブストラクトのページにもキーワードがないことも
あったが，その場合はその論文のアブストラクトの内容
を検討し，その論文自体を対象から外すか，もしくは，
アブストラクトの内容から判断されるキーワード２，３
語を想定しそれを当該論文のキーワードとして扱うこと
にした場合もある。

キーワードの集計方法の概要

抽出したキーワードは５年分（５巻）を１つの区切り
とし４つのパートに分けて集計した。すなわち，１９８６年
２４巻から１９９０年２８巻，１９９１年２９巻から１９９５年３３巻，１９９６
年３４巻から２０００年３８巻，２００１年３９巻から２００５年４３巻の４
つのパートに分けて集計作業を行った。
集計作業であるが，まず，すべてのキーワードを概観

したが，キーワードが複数の単語から構成された熟語と
なっているものが多く，完全に同一のキーワードは極め
て少ないことが分かった。そこで，類似の内容を示すも
のは適宜カテゴリー分けし一つのキーワードとして分類
する作業を行った。たとえば，achievementとacademic
achievementなどは同一のキーワードとされた。また，
対概念でセットとみなせるもの（peer rejectionとpeer
acceptance）なども同じカテゴリーに分類した。さらに，
個々の単語の意味は異なるものの一連のプロセスのなか
で用いられる用語とまとめることで一つのカテゴリーに
できる場合（たとえば，validityとreliability）や，一方
の用語が他方の用語の下位カテゴリーとなるもの（たと
えばWISC―�とintelligence testなど）も同一のカテゴ
リーとした。ただし，これらのカテゴリー化は４つの年
代別のパートですべて同じ基準で行ったわけではなく，
各年代別のパートの特徴をできるだけ生かすように適宜
判断した。

キーワードの集計結果と考察

抽出されたキーワードの総数は２０６８，年代別の内訳は
１９８６年２４巻から１９９０年２８巻が６３１，１９９１年２９巻から１９９５
年３３巻が４０２，１９９６年３４巻から２０００年３８巻が４００，２００１年
３９巻から２００５年４３巻が６３５となった。これらのキーワー
ドのうち各年代のパートで頻度が２以上となったうち多
いものから順に列挙したのが表１～表４である（なお，
表中では複数のキーワードを１つにカテゴリー化したも
のは「……など」と表記されている）。表１～表４でも
明らかなようにおよそ半分のキーワードは頻度１である。
Journal of School Psychology誌がかなり幅広い領域を
カバーしているからかもしれない。また，その割合は古
い年代ほど高いが，これは必ずしもその時代において研
究領域が広く考えられていたというよりも，むしろ，
キーワードの表記法が時代を追うごとに統一化されてき
たこともあるかもしれない。
つぎに頻度が上位に順位づけされたキーワードについ

て見てみたい。１９８６年から１９９５年の１０年間でもっとも頻
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度が多かったキーワードは「intelligence／intelligence
testingなど」，１９９６年から２００５年の１０年間は「achieve-
mentなど」となっている。前者については全キーワー
ドの６パーセント強，後者も３パーセントを越えている。
このうち，「intelligence／inteligence testingなど」であ
るが，１９９６年から２０００年については第３位（３．０％）に
ランクされている。このように知能，知能検査に関する
項目が比較的上位を占めている理由としてまず考えられ
るのが知能検査K―ABC（Kaufman Assessment Battery
for Children）やWISC―�の標準化が１９８０年代から９０年

代にかけて盛んに行われたことがあるのではないかと思
う。とくに１９８６年から１９９０年では標準化作業と関係する
と思われる「validity／reliability」が第３位（２．４％）に
ランクされている。ただ，そもそも，知能や知能検査に
関する研究が多い背景には，障害児の知能のアセスメン
トを主たる領域として成立したアメリカの学校心理学の
歴史的経緯（Fagan & Wise, １９９４）があるのであろう。
また，「assessmentなど」についても１９９１年から１９９５年
では第２位（５．５％）など各パートで上位に位置してい
るが，これも，主として知能のアセスメントにかかわる

表１ １９８６年から１９９０年のキーワードの頻度
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ものと考えられる。おそらく，１９８６年から１９９０年，１９９１
年から１９９５年の各パートで上位にランクされている
「learning disabilityなど」も，これに関連していると
思われる。しかし，１９９６年以降の２つのパートでは知能
やアセスメントに関する研究はやや後退してきている。
１９９６年以降，もっとも頻度の高かったキーワードは
「achievementなど」である。一般にachievementに関
する研究は達成動機づけの理論的研究と児童・生徒の学
業達成に関する知能，学習環境等の諸要因を検討した研
究に大別されるが，Journal of School Psychology誌に
掲載された論文のほとんどは後者に関するものである。
おそらくは，それ以前の知能の査定そのものに関する研
究から，それらを踏まえた学業達成や学校での適応に関
心が移行してきているのではないかと考えられる。
他に比較的上位のランクに位置づけられたキーワード

のうちいくつかについてみてみよう。
まず，意外なことと思われるが，「school psychol-

ogy」（２００１年から２００５年で第２位，２．５％，１９９１年から
１９９５年で第８位，１．８％），あるいは，「school psycholo-

gistなど」（１９８６年から１９９０年で第２位，２．８％，１９９１年
から１９９５年で第８位，１．８％）など学校心理学そのもの
がキーワードとなっていることが目につく。また，これ
と関連すると思われるが，１９８６年から１９９０年では「his-
torical development of school psychologyなど」が第１８
位（０．８％），１９９１年から１９９５年では「historical perspec-
tive of school psychologyなど」が第６位（２．３％）に挙
がっている。このうち「historical perspective of school
psychologyなど」については１９９３年３１巻１号で学校心
理学の歴史に関する特集が組まれたことによる。
こうしてみるとアメリカでは１９９０年代半ばまでは，ま

ず，学校心理学の歴史的な意義付けを行いながらその学
のあり方を問う作業が，さらに，それにつづき学校心理
学の領域，方法，school psychologistの身分，職掌など
に関する議論が行われ，現在に至っていることがわかる。
一般に，我が国に比して学問的にも制度的にも遥かに確
立されたものと思われるアメリカの学校心理学であるが，
そのアメリカにおいてさえ学校心理学そのものを問う作
業はまだ続いている現状が理解される。

表２ １９９１年から１９９５年のキーワードの頻度
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表３ １９９６年から２０００年のキーワードの頻度
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表４ ２００１年から２００５年のキーワードの頻度
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ま た，「consultation」（１９９１か ら１９９５年 で 第４位，
２．５％，１９９６年から２０００年で第５位，２．２％）なども目に
つく。学校心理学の研究者の関心領域が対象児童・生徒
に対する心理療法（psychotherapy）やカウンセリング
よりも対象児童・生徒と関わる教師への助言，指導にあ
る様子がうかがえる。近年（２００１年から２００５年）になる
とconsultationは上位ランクから姿を消しているが，そ
れにかわって「prevention」や「intervention」などの
キーワードが挙がっており，やはり学校心理学の関心領
域の特徴を示しているように思われる。
他に，「race blackなど」（１９８６年から１９９０年のみであ

るが第４位，２．２％）なども多様な人種，民族を抱える
アメリカの学校教育では避けて通れない問題であろう。
本研究では１９８６年から１９９０年のパートのみで上位にラン
クされるに止まったが，Merrell, Ervin & Gimpel（２００６）
は今後も学校心理学で扱うもっとも大きなテーマとして
ethnic minorityの問題を挙げていることからその重要性
が伺える。我が国でも，近年，外国籍の児童・生徒の増
加が報告されており（文部科学省，２００４），学校心理学
に携わる者としてもこのような問題を避けて通ることは
できなくなるかもしれない。
また，馴染みの薄い「curriculum based assessment
（measurement）」（１９９６年から２０００年で第１０位，１９９１
年から１９９５年で第１３位，）などもは，今後の我が国でも
学校心理学のテーマになってくるのではないだろうか。

まとめと今後の課題

本論文では過去２０年間のJournal of School Psychol-
ogy誌のキーワードを集計してみることで，アメリカの

学校心理学の動向を探った。
これまでも指摘されてきたようにアメリカの学校心理

学がいわゆる軽度発達障害の児童・生徒の知能のアセス
メントを一つの軸として発展してきたことは今回も裏付
けられたが，近年はその発展としての達成研究などに中
心が移っていることがうかがわれた。また，学校心理学
のありかたなどについては，この領域の先進国アメリカ
でさえも，依然として，議論になっていることがわかっ
た。
さて，ここでは，最後に，このような結果を踏まえ，

我が国の学校心理学のあり方について少しだけ考察して
みたい。
本研究の実施の以前からある程度予想されたことでは

あったが，我が国の学校心理学は，アメリカの学校心理
学に比して，教育相談，学校カウンセリングなどの領域
の占める割合が比較的高い。たとえば，日本学校心理学
会の機関誌である「学校心理学研究」誌の第１巻（２００１
年）から第６巻（２００６年）に掲載された論文のうち講演
や依頼論文と思われるものを除いた研究論文およそ３０本
のうち２割程度は不登校もしくはその対策として設けら
れた学校のカウンセリン・グルームの機能などに関する
ものである。一方，本研究の結果を見ても明らかなよう
にJournal of School Psychology誌ではこれらのキー
ワードを列挙した論文はほぼ皆無に近い。アメリカでは
未だ議論は残る（Merrell, Ervin & Gimpel, ２００６）もの
のschool counselorとschool psychologistの分業が比較的
進んでいる。そのため学校心理学は知能やそのアセスメ
ント，学業達成に関する研究などをその独自領域として
確保できている。これに対し，わが国の場合，臨床心理
士を中心としたschool counselorの社会的な認知が高く，
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学校心理学の専門家もその独自性を示すよりも臨床心理
士の活動領域の一部に食い込む形でその存在を主張して
いるようにも思える。
ただ，その一方で，我が国では学校心理学がその独自

性を発揮する素地がないかとえいば，そうともいえない。
大芦ら（２００７）は，現職教員，学校心理士など２００人あ
まりに「学校心理学に関する事項のなかでその内容につ
いて詳しく知りたいもの」を尋ねているが，その結果
もっとも要望の強かったのは「発達障害とその対応」で
あり，第２位の「ストレスやそれにかかわる心理的問題」，
第３位の「精神病・神経症などの心の病に関する知識」
を大きく引き離している。こうした（主として，軽度）
発達障害に対する専門知識のニーズの高さは，アメリカ
の学校心理学が軽度発達障害をもった児童・生徒の知能
の査定やその発展としての学業達成に関する研究を中心
に据えてきたことからもわかるように，学校心理学が伝
統的にもっとも力を入れてきた分野だからである。もち
ろん日米両国の文化の違い，両国が教育に関して抱える
問題の多様さを考えれば，我が国の学校心理学がアメリ
カのそれと同じ問題意識をもち同じ研究分野をその範囲
とする必要もないし，そうあるべきでもない。ただ，制
度的にも学問的にも一日の長のあるアメリカの学校心理
学のありかたを把握することが，我が国独自の学校心理
学を構築するに際し良い意味でプラスにならないことは
ないであろう。
そのような意味では，今回，列挙したキーワードをさ

らに子細に検討することによって我が国の学校心理学が
学ぶべきことは他にもずいぶんあるように思う。前述し
たマイノリティの児童・生徒たちの学校適応の問題など
は勿論のこと，他にも教師と生徒の人間関係，教師自身
の問題など今後我が国でも研究テーマとして取り上げる
余地のありそうなキーワードは随分散見される。
なお，今回は雑誌のキーワードからアメリカの学校心

理学の動向を探ったが，このような試みは雑誌以外のメ
ディアに対しても行われるべきであろう。たとえば，ア

メリカではすでに相当数出版されている学校心理学のテ
キストの内容を分析してみることなども考えられる。そ
うした資料を少しずつでも積み重ねることによって学校
心理学に対する理解もより深まってくるはずである。
我が国の学校心理学が単なる“かけ声”“キャッチフ

レーズ”だけに終わることなく，実りある学問領域とし
て深化するためにも，そのような作業が今後とも継続さ
れることを期待したい。
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